
　　要望日：令和４年７月２９日

新規　７件 　　回答日：令和５年３月３１日

継続　９件
要望内容 回答

1

守山市住宅・店舗・施設改修助成制度を利用しや
すい制度とするために、煩雑な提出書類をよりス
ピーディーに交付できるよう書類の簡略化を要望
します。
また、地域経済活性化の観点から、事業拡大を目
指す積極的な建設業者に対し、自社技術やデザイ
ン等を見込客へ公示できるよう建設業者の自社リ
フォームについても対象となるよう要望します。

守山市住宅・店舗・施設改修助成金については、新型コロナウイルス
感染症の影響の長期化による市内経済への影響緩和、地域経済の活性
化および個人消費の拡大を目的として令和２年度より、国の新型コロ
ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用する中、継続して実
施してまいりました。
令和２年度からの３年間で改修工事を実施した約700名の市民に対し計
約１億円の助成を行う中、市内企業に12億円を超える受注があり、先
行きが不透明で社会経済が混迷していた新型コロナウイルス感染症拡
大の初期から継続して支援を行ってきたことで市内の経済活性化に一
定の経済効果があったものと認識しております。なお、令和５年度に
つきましては、５月８日からの新型コロナウイルスの感染症法上の５
類への移行により、大幅な対策緩和による社会経済活動の平時化を見
込み、一旦終了とさせていただきます。
なお、提出書類の簡略化については、当該補助金に限らず、事業内容
を確認するための必要資料として添付していただいているところです
が、申請者の負担軽減が図れるよう提出書類の簡略化に向けて見直し
を検討します。

2

交通安全上のリスクが非常に高い、守山市道：阿
比留11号線上の播磨田町1（字一ノ坪）地先への
「法定横断歩道」の新規設置を要望致します。
交通安全上のリスク回避対策として、道路交通法
上の規制を伴う「停止線」「横断歩道」のない法
定外の「仮設横断歩道」を設置しています.ま
た、弊社にて注意喚起の看板や回転灯を自主的に
設置し、より一層の安全性対策を講じました。し
かし、現状では車両に対して道路交通法上の規制
の対象外であるため、当該市道横断歩行者の交通
安全確保の観点で今もなお大きなリスクが潜んで
おり、交通事故発生の確率も非常に高い状態であ
ることから、大きな課題となっております。

市道阿比留11号線上への横断歩道の新規設置につきましては、令和４
年３月31日に旭化成株式会社から滋賀県警察本部へ要望書を提出さ
れ、本市からも令和４年５月17日に守山警察署へ要望書を提出しまし
た。なお、横断歩道については、滋賀県公安委員会により同年11月末
に施工が完了しております。

令和５年度予算に向けた守山市への要望の回答について

要望事項

守山市道：阿比留11号線上の
播磨田町１（字一ノ坪）地先
への「法定横断歩道」新規設
置について

守山市住宅・店舗・施設改修
助成制度の要件緩和について
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要望内容 回答要望事項

3

新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた
市内経済を活性化するため、市内中小企業のデジ
タル化を促進し、経営基盤の強化を図ることを目
的として、デジタル技術を活用した「販路開拓」
や「事業の効率化」につながる取り組み等にかか
る経費の一部を補助する「守山市中小企業等デジ
タル化促進補助金につきまして、令和５年度も対
象及び規模を拡大して実施することを要望しま
す。商品やサービスの売買などのオンライン化が
進む中、インターネット環境すら整備できていな
い事業者もまだまだ多く、急速な社会の変化に対
応しきれずに様々な機会を喪失してしまっていま
す。そうした中、事業者のインターネット環境の
導入並びに無料Wi-Fiスポットの拡充等が急務と
なっています。
また近年デジタル技術活用に際して、多種多様な
ソフトウェアやアプリケーションが次々に開発さ
れており、それらの多くがサブスクリプションで
提供されています。日々変わる情報を収集し、そ
れらから適したソフトウェアやアプリケーション
を事業者自身で選定するのは非常に困難であり、
専門家からのアドバイスを受けられる体制が必要
です。
令和４年度の同事業の制度では、経常的に係る維
持管理費用が対象外経費となっており、実情に則
していないため、要件を緩和し対象の拡大を要望
するとともに、専門家によるソフトウェアやアプ
リケーションのアドバイスを受けられる体制の構
築のほか、インターネット環境の導入に係る補助
対象経費の更なる緩和を要望します。

アフターコロナを見据えた市内中小企業のデジタル化の推進を図るた
め、デジタル技術を活用した販路開拓や、事業の効率化につながる取
組への支援等、市内事業者がデジタル化に対応できるよう支援するた
め、令和４年度に、「守山市中小企業等デジタル化促進補助金」によ
る補助制度を創設したところ44件の申請がありました。
ご要望いただきました、インターネット環境の導入および無料Wi-Fiス
ポットの拡充においては、３件の申請があり、微力ながら「まちの
DX」の推進につながったと存じております。
令和５年度につきましては、国等の交付金の状況等を注視し、当補助
金の実施について検討してまいります。
併せて、専門家からのアドバイスを受けられる体制づくりのため、貴
会議所等関係機関と連携する中、「まちのDX」推進のため、市内でア
ドバイスを受けられる体制づくりを推進してまいります。

守山市デジタル化促進補助金
の継続及び要件緩和について
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要望内容 回答要望事項

4

守山市中小企業等デジタル化促進補助金により、
市内中小企業等のデジタル化に向け推進しておら
れますが、中小企業・小規模事業者等において、
セキュリティインシデントが原因で事業継続が困
難となる事態を回避し、事業を阻害するリスクを
低減するための支援として、セキュリティ対策の
構築が必要であり、中小企業等が自社の情報資産
を守るためのサイバーセキュリティ対策の取組に
係る経費（自社のサイバーセキュリティ対策を実
施するために必要な機器、サービス等の導入又は
更新に係る経費）への助成を要望します。

国のＩＴ国家戦略を支えるために設立された情報処理推進機構が、本
年の３月に公開した「2021年度中小企業における情報セキュリティ対
策の実態調査報告書」によりますと、直近の３年間において、情報セ
キュリティ対策投資を行っていない中小企業は３割を超え、さらに、
セキュリティ対策を行わなかった理由として「必要性を感じていな
い」の割合が最も多く４割を超えた回答であり、市内中小企業におい
ても同様の状況にあると考えております。
こうしたことから、令和４年度におきましては、貴会議所においてサ
イバーセキュリティ対策に係るセミナーを実施していただくなど啓発
活動を実施してまいりました。
令和５年度におきましても、滋賀県警サイバー犯罪対策課等関係機関
と連携する中、啓発活動を行うとともに、国等の交付金の状況等を注
視し、サイバーセキュリティに係る対策について対応できるよう検討
してまいります。

5

電気・ガス・原油価格の高騰は産業全体に深刻な
影響を及ぼしています。
　ロシアによるウクライナ侵攻で原油やガスの価
格が高騰している事はもとより、電力自由化によ
る弊害で価格の高騰が企業にとって大変な重荷と
なっています。
原発の再稼働が進まず、脱炭素による火力発電所
の減少、不安定な再生可能エネルギー等で安定供
給が危ぶまれる事態ともなり、このままであれば
企業にとっては死活問題になりかねません。
つきましては、高騰している価格に対してセーフ
ティネット資金の要件緩和等の対策はあります
が、更に燃料高騰相当分を支援していただきます
よう要望します。

電気、ガスおよび原油価格を含む物価高騰による影響が市内中小企業
等に及んでいる状況を鑑み、固定費削減による安定した経営基盤の強
化、更には市内産業の低炭素化の促進および将来的なGXに資する取組
の促進を目的として、令和４年９月議会にて財源を確保し、守山市中
小企業等省エネ・再エネ設備等導入補助金を創設しました。また、当
初に想定していた以上の申請をいただきましたことから、令和５年１
月臨時議会にて、増額補正をいただき、市内企業の省エネルギーおよ
び再生可能エネルギーの活用に資する設備投資への支援を行ってまい
りました。
令和５年度におきましても、原油・物価高騰の影響は継続する見通し
であることから、国県の状況を注視する中、適宜適切に必要な対策に
ついて検討してまいります。

守山市デジタル化推進に係る
サイバーセキュリティ対策に
ついて

燃料高騰に対する支援につい
て
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要望内容 回答要望事項

6

新型コロナウイルス感染症拡大や原油・原材料の
価格高騰などによる経済への影響に負けず、事業
拡大や事業転換に前向きに取り組む中小企業・小
規模事業者に対する支援を要望します。
これらの影響を強く受け、売り上げ減少や経費負
担が増大しており、多くの事業者が疲弊していま
す。ロシアのウクライナ侵攻が長引けば、資源高
や円安が主因で、エネルギーや食料品の値上がり
歯止めがかからず、観光業・宿泊業・団体飲食
業・運輸業以外の様々な業種でも大きな影響を受
けてしまいます。そのような状況下で、持続化補
助金やものづくり補助金等を活用し、中小企業・
小規模事業者が前向きに取り組む事業について、
補助金額の上乗せや、事業実施資金獲得のための
融資に伴う金利補填のほか、事業拡大に伴うブ
ラッシュアップ事業に積極的支援を要望します。

新型コロナウイルス感染症拡大や原油・原材料の価格高騰などにより
影響を受けている市内経済の活性化を図るため、令和４年６月議会に
おける補正予算において、市内小規模事業者の前向きな取り組みへの
支援として、国の「小規模持続補助金」の市独自上乗せ支援を創設し
ました。販路開拓等の前向きな取組みを支援する「通常枠」に加え、
新たに設けられた「創業枠」、「後継者支援枠」また「賃金引上げ
枠」等も補助対象とし、市内企業の喫緊の課題である「後継者問題」
「人材不足」の解消、また「起業家が集まるまち守山」の実現に向け
た支援を行い、市内経済活性化を図ってまいります。なお、令和４年
度において国に申請し採択を受けた取組については、令和５年度にお
いても引き続き申請を受け付けます。
併せて、引き続き守山市中小企業支援信用保証料助成金により、中小
企業の経営基盤の安定を図るために、滋賀県中小企業振興資金融資制
度「セーフティネット資金」または「政策推進資金（事業承継枠）」
を利用する中小企業の信用保証料負担を軽減することを目的に、融資
申請者である中小企業が信用保証協会へ支払った信用保証料の２分の
１の額を助成してまいります。

7

長期にわたる新型コロナ感染症の拡大、またウク
ライナ侵攻による世界的な原料の品薄・高騰の影
響で、建設業においても建設資材の高騰や不足に
歯止めがかからない状況が続いているところで
す。
資材高騰のしわ寄せが受注者に生じないように直
近の資材価格を反映して設計単価による価格・工
期で契約締結、また締結後においても請負代金の
変更（スライド条項）などにより、発注者と受注
者の契約の適正化を図るようにお願いします。
また、予定価格およびスライド変更等に用いられ
る設計単価につて、原則的には各種物価資料を採
用することと規定されていますが、紙面掲載価格
が現況の取引価格高騰に追いつておらず、掲載価
格と取引価格に大きな乖離がみられる状態が続い
ております。
これらを解消するため、原材料高騰の影響を受け
ている主要資材については請負者から見積価格を
採用していただくよう要望します。

本市では、新型コロナ感染症の拡大、ウクライナ侵攻による世界的な
原料の品薄・高等の影響で建設資材が高騰している状況を踏まえ、直
近の資材価格を反映した発注作業を行っておりますが、現状として、
取引価格と物価資料等の掲載価格に差があり、価格変動に追いついて
いない資材があることも認識しております。今後、国および滋賀県の
対応も考慮しつつ、適正な価格での発注に近付けていけるよう努める
とともに、契約締結後の工事に関しましても、スライド条項等、適切
に運用することで契約の適正化に努めてまいります。

建設資材高騰等による公共工
事の契約の適正化について

中小企業・小規模事業者の前
向きな事業拡大・転換支援に
ついて
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要望内容 回答要望事項

1

少子高齢化による人口減少や若者の域外流失など
により、地方の人手不足が深刻化する中、コロナ
禍でテレワークの定着や地方のサテライトオフィ
ス化が注目され、人材の大都市圏から地方への分
散が進んでいます。
また、就職情報会社マイナビが行った全国の大学
生、大学院生を対象とした「2023年卒大学生Ｕ
ターン・地元就職に関する調査」では、6割を超
える学生が地元（Ｕターン含む）就職を希望しま
した。コロナ禍以降は求人倍率がやや低下し、経
済状況が不透明であることなどから地元就職意向
が高まったと推察され、就職活動のオンライン化
で、帰省せずとも選考を受験できるケースが増え
た事なども要因のひとつであると考えられていま
す。
若く優秀な人材の確保は、将来的に中小・小規模
事業者の幹部候補として企業の拡大や存続に大き
な影響を与える事にもなり、この機会を逃すこと
なくＵターン・地元就職を希望する学生の確保を
図るためには、個々の企業だけでは発信できない
地元での就職のメリットについて、県や市から首
都圏や地方都市の学生に向けて積極的に情報発信
する広報活動を展開していただく事が重要である
と考えます。
ついては、中小・小規模事業者の人材確保のため
に、ＵＩＪターン就職の推進に対する施策を講じ
ていただくよう要望します。

中小企業および小規模事業者の人材確保に向けた支援につきまして
は、県や他市町においてもご要望のＵＩＪターン等地元就職のための
広報活動や就職フェアを実施されていますが、開催に見合った実績を
得られていないことが現状となっています。このことから、県やハ
ローワークが実施する就職フェアや全国各地の情報が集まる首都圏に
おいて本市の事業者が選ばれる事業者となるため、各事業者の「採用
力のスキルアップ」を目的に、令和４年度に専門家による人材確保に
係る事業者向けのセミナーおよび個別支援を実施しブラッシュアップ
を図ったところ、11社中６社が応募のある状況となり採用につながり
ました。
令和５年度においても引き続き採用力の向上を目指し、セミナーや個
別支援を図る中、県や関係機関と連携し、情報発信においても実施し
てまいります。
併せて、引き続き二十歳のつどいや市立図書館においても隔月で「も
りやま企業展示会」を開催し、学生や子どもなど市民に向けて市内企
業の優れた取り組みを紹介するなかで、地元企業への就業意識の醸成
を図ってまいります。

2

新型コロナ感染症の拡大に伴い多くの業界が影響
を受けている中、その対策として国・県・市の補
助事業を活用し、新しい市場の開拓や新商品、新
サービスに取り組み、売り上げの向上に繋げてい
る事業所が多数出てきています。
それらの好事例について、行政として定例記者会
見等を通じたリリースなど、広報面での積極的な
バックアップをしていただくことで、より大きな
ＰＲ効果が発揮されます。
是非こうした機会の創出と併せ、広報チャンネル
の拡大（FacebookやInstagramなど）をしていた
だきますよう要望します。

市内事業所の新サービス等に係る広報サポートにつきましては、令和
３年度より市広報において新型コロナウイルス感染症対策や新しい生
活様式などのニーズに応えて挑戦する事業所や地域を盛り上げておら
れる事業所のご紹介を実施してまいりました。また、二十歳のつどい
や市立図書館においても隔月で「もりやま企業展示会」を開催し、市
民に向けて市内企業の優れた取り組みを紹介するなかで、企業のPRや
地域経済の活性化を支援しているところです。
　今後におきましても、facebookやInstagramを含む市の広報媒体を活
用する中、市内事業者のPRを推進してまいりますとともに、本市記者
クラブへの情報提供も随時対応してまいりますので、貴会議所におき
ましても、好事例等ございましたら積極的に情報提供いただきますよ
うよろしくお願い申し上げます。

中小企業・小規模事業者の人
材確保に向けた支援強化につ
いて

国・県・市の補助事業を活用
した事例の広報について
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要望内容 回答要望事項

3

人口減少と高齢化の進行に伴う担い手不足は全産
業に共通する課題ですが、とりわけ長時間労働や
休日労働等多くの問題をかかえる建設業界は、担
い手確保のため若年者の入職促進を図ることが喫
緊の課題となっています。
こうした現状から建設業界においては、働き方改
革の推進と生産性の向上に積極的に取り組み、若
年者の入職促進をはじめ建設業の労働環境改善の
ため、環境整備を強力に推進していくことが必要
となっています。
特に、就業環境の魅力向上は必須であり、週休２
日制の取り組みは早急の実現が求められていま
す。そのためには、発注者・受注者が共通の認識
のもとで、「適正な工期の設定」、「発注・施工
時期の平準化」、「労務単価の引き上げ」、「現
場管理費・一般管理費の引き上げ」、「日常業務
における提出書類の簡素化」など諸問題の解決が
必要です。
つきましては、これらの解決に向けた総合的な取
り組みについて引き続き要望します。
また、 週休２日制モデル工事の試行を増やし、
そこで発生する課題（学校・保育園工事における
発注時期、河川工事における施工期間等）を解決
し、早期に全発注現場で実施できることを要望し
ます。

ご要望のとおり、現在、建設業界における労働者の健康確保やワーク
ライフバランスの改善、将来の担い手の確保については喫緊の課題と
なっており、解決策として週休二日制の需要が高まっています。
本市においても、週休二日制実現の重要性を認識しているところです
が、そこに至るまでには、適切な工期設定や、施工時期の平準化（早
期発注）などの定着も必須であると考えております。具体的には余裕
のある適正な工期設定に努め、発注見通しの時点確認を行うことで、
無理のない発注を行い、週休二日制の土台を築いてまいります。
建設業界の働き方改革は重要であることを認識し、今後においても継
続した取り組みを行ってまいります。

働き方改革の推進と週休２日
制実現のための施策について
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要望内容 回答要望事項
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新型コロナ感染症の拡大により県境をまたぐ移動
の自粛が続き、近隣で余暇を過ごす事が増えてい
る中、近距離移動手段としての自転車の利用促進
は、低炭素移動の手段であり環境面で大きく貢献
するだけでなく、渋滞緩和、健康づくり等の一助
にもなると考えます。
また、守山市は今年度も自転車購入補助金を実施
し、引き続き自転車利用を促進しておられます。
しかしながら、市内ではまだまだ自転車専用道路
が少ないことから、安全な自転車利用の促進のた
めに、自転車専用道路等の環境整備をより一層進
めていただきますよう引き続き要望します。

自転車専用道路等の環境整備につきましては、本市では平成22年度に
自転車道路網計画、平成25年度に守山市自転車利用促進計画を策定
し、それらに基づき自転車レーンの設置や矢印と自転車マークによる
走行箇所明示を実施しているところでございます。
　今後も渋滞緩和対策として有効な自転車の利用促進に寄与するよう
予算の確保に取組んでまいります
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現在の守山市の工場立地法の緑地面積について、
「工業・準工業地域」は「環境施設20％以上、緑
地15％以上」となっております。限られた工場用
地において現状から生産体制を強化・拡大するの
は難しく、工場立地法の緑地面積の更なる緩和に
よる工場用地の有効利用の実現を強く望みます。
隣接の野洲市は平成30年末に「工業・準工業地
域」は「環境施設15％以上、緑地10％以上」への
緩和を実施されていることもあり、守山市におい
ても同様の緩和を要望致します。
本件はSDGsの流れと逆行する動きにもなり慎重に
検討しているとの事ですが、緩和となる場合の企
業への条件や導入時期等をお示し頂ければと思い
ます。
また、緑地を有効活用した場合、緑地以外の環境
施設扱いとなり、緑地以外の環境施設５％以内の
条件を超過してしまう可能性があります。緑地の
定義の見直し（野菜畑、野外会議広場等）も合わ
せて要望します。

企業の工場敷地の有効利用等による設備投資の促進および立地促進を
図るため、令和４年度12月議会において「守山市工場立地法準則条
例」における緑地面積率等について下記のとおり見直しを行い令和５
年４月１日より施行いたします。

　　　　　　　 　緑地面積率　 　環境施設面積率
　工専　　　　　　10％（－）　　　10％（－）
　工業　　　　　　５％（△10）　　10％（△10）
　準工業　　　　　10％（△５）　　15％（△５）
　調整区域　　　　10％（△５）　　15％（△５）
　				
　　　　　　　　　　　（　）内は現行との比較

　なお、「経済」と「環境」の双方のバランスに配慮するする必要が
あることから、企業がこれまで以上に市内および工場周辺地域におい
て計画的な環境保全に関する取組を実施していただくため、「環境活
動計画書」を作成いただきご提出いただきますようお願い申し上げま
す。
　また、緑地の定義については、工場立地法および関連法令により定
められているものであることから、市独自で定義の見直しが行えるも
のではないことをご承知おきいただきますようお願い申し上げます。

工場立地法の緑地率緩和につ
いて

自転車専用道路の拡充等環境
整備について
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要望内容 回答要望事項
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平成25年度策定の「管路施設耐震改良計画」で
は、平成30年度末で耐震化率39.9％（基幹管路
46.3％）、令和2年からの25年間で事業費45億円
（単年度平均2億円弱）、老朽管率は０％でし
た。近年管路耐震化、老朽化対策工事の毎年複数
発注についてお願いしております。
本年は昨年に比べると、要望に前向きのご対応を
頂き感謝申し上げます。とはいえ、依然近隣他市
との比較では、発注件数や金額に差があるように
存じます。
十社を超える市内業者は、経験、技能の維持継続
や向上の機会不足のうえ、近隣市との発注量の差
で、市内業者と下請け業者や材料卸の縁が切れつ
つあります。これは緊急時の対応でも大きな差に
なります。（市内材料卸は既に撤退が続き、この
ままでは配水管材の取扱いがなくなる可能性もあ
ります）
平時の修繕では、老朽管対応が増大しています。
給水分岐個所のパッキン溶解（数量規模）、大口
径含む給配水管の老朽破断（断水や濁りの発生）
等、地上漏水も多発しています。
全国各地の大規模断水のニュース等を見るにつ
け、市内法人として施工能力維持を望んでいます
が、実際には上記の通り困難な方向に進んでおり
ます。今後とも守山市並びに上下水道事業所と手
を携え対応に当たらせていただくためにも、少な
くとも近隣他市の平均程度の複数発注、並びに物
件の大小にかかわらず市内業者が経験や技能を維
持継続できます機会を本年も重ねてお願い申し上
げます。

水道施設である管路につきましては、平成29年度に策定しました「守
山市配水管更新計画」に基づき国庫補助金を活用しながら、重要度・
優先度を考慮する中、計画的に実施しております。また、令和３年12
月に洲本配水場の耐震化が完了したことから、残る水道施設の耐震化
の検討や電気機械設備の更新も併せて進めていく必要があります。
本市の給水人口は増加を示しているものの、節水機器の普及や節水意
識の向上等により給水量は横這いの傾向を示しており、今後は人口減
少による水需要の減少が予想され、料金収入の減少が想定されるなど
水道事業は厳しい状況にあります。
そうした中、安定的な運営を行い、安全・安心、かつ安定的に給水を
継続するため、令和４年３月に第２次守山市水道ビジョンを策定いた
しました。
第２次守山市水道ビジョンにおきましては、更新需要や財政収支など
検討する中、「安全」「強靭」「持続」を基本目標とし、その中で水
道施設や管路の更新・耐震化率の向上を施策の一つの重点項目として
掲げております。
そうしたことから、第２次守山市水道ビジョンに基づき更新事業費の
平準化を図りつつ、重要度・優先度を考慮する中、更新、耐震化に取
り組んでまいりたいと考えております。

上水道施設管路の老朽管更新
工事と耐震化工事の推進につ
いて
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要望内容 回答要望事項
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従来、守山市の発注工事につきましては分離・分
割発注をお願いしておりますが、大型発注工事に
おいては一括発注が見られ、地元業者の参画がで
きていない状況にあります。
工事の大小にかかわらず、分離・分割発注並びに
地元業者への発注により、工事完成後のメンテナ
ンスも含め、迅速な対応が可能であり継続的な事
業活動へつながります。さらに、災害時など有事
の緊急体制、復旧活動に地元建設業者は必要不可
欠であります。
つきましては、多面的役割をご理解いただき、守
山市が発注されます公共工事につきましては、原
則、特殊でない工事・物品の発注を市内業者から
選定し、受注機会確保を通して、市内経済の活性
化・企業育成の観点から多種多様な工種による分
離・分割発注を引き続き要望します。

本市では、公共工事の入札における業者選定については、格付基準や
発注基準に基づき、市内業者を優先して選定するとともに、原則とし
て工種ごとに分離発注を行うなど、これまで市内業者の受注機会の確
保に取り組んできたところです。
また、大規模な建設工事につきましても、特定建設業共同企業体（Ｊ
Ｖ）を公募条件とすることで、市内業者が入札参加出来るように配慮
するとともに、総合評価方式で行う場合には、評価項目に市内企業の
下請活用を加点項目として市内業者が参画できるように配点を行い、
市内業者の参加・参画の機会を確保しているところです。
今後におきましても、市内業者への発注を重視し、地域経済の活性化
につなげるよう努めてまいります。

発注工事の分離・分割発注に
ついて
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要望内容 回答要望事項
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厳しい経済環境の中で地元企業を育成・発展させ
ていくためには、市内企業からの物品調達や計画
的・安定的な公共工事の発注を行うなど、投資し
た資金を地域内で循環させ、地域経済を活性化さ
せていくことが必要です。
つきましては、引き続き地元企業への優先的な発
注および物品調達をお願います。
あわせて、昨今のコロナ禍で地域経済が落ち込ん
でいる中、原油・原材料高騰が追い打ちをかけて
きており、公共工事は波及効果が大きいことか
ら、公共工事予算の確保、及び公共工事に原油・
原材料高騰対策や新型コロナウイルス感染症対策
経費を組込んでいただけますよう引き続き要望し
ます。

厳しい財政状況の中、事業費等がより精査されている状況ではありま
すが、物品購入については、市内業者を中心とした指名競争入札や見
積合わせなどにより発注しております。建設工事については、130万円
未満の少額工事は見積合わせ、１億円未満の工事は簡易型一般競争入
札、１億円以上の工事は一定の資格要件を条件とする制限付一般競争
入札により、出来る限り市内業者へ発注しております。本市において
は公正な競争性の確保の観点から参加業者は５者以上としており、一
部業種（格付）区分によっては市内業者が数者しかなく、参加対象を
市外業者へ広げざるを得ない状況となっているものもあります。な
お、格付区分により市外業者を対象とせざるを得ない案件につきまし
ても、工事内容を勘案した中で、容易な工種で施工量が多いなど一定
の要件を満たす案件については、出来る限り市内業者に発注できるよ
うに取り組んでまいります。
また、現在、新型コロナウイルス感染症への対策財源としては、国の
臨時交付金等を活用しながら、各種の支援策を講じているところで
す。　現在のところ、新型コロナウイルス感染症の収束は見通せる状
況にないが、今後も原油をはじめとした物価の高騰や、経済情勢の落
ち込みにより、行政運営の根幹である市税（個人市民税、法人市民税
等）への影響が引き続き懸念されます。ご質問の公共工事について
は、経済対策として果たす役割は、高いと考えております。新庁舎整
備事業については、物価スライド条項の適用により契約額の増額、北
部図書機能・コミュニティ機能整備事業についても物価高騰を反映し
た設計額の見直しを行い、予算を確保する中事業を進めているところ
です。また、その他の公共工事にあっても必要に応じて、当初予算で
の積算から物価高騰等を反映した適切な設計額となるよう限られた予
算の中で対応しています。今後も現在進めている事業については、予
定通り取り組んでいけるよう、市税収入の状況や国庫補助金の活用を
図りながら、財政状況を勘案のうえ、適切に判断してまいります。

地元企業への優先発注並びに
公共工事の予算確保について
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要望内容 回答要望事項
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守山市内の市道は、日常生活や経済活動さらに通
学に利用する道路として重要な役割を果たしてい
ます。そうしたことから、市道や橋梁を市民等が
常に安全に利用するためには、日頃の維持管理と
修繕が必要になります。
インフラの長寿命化については先手必勝で、損傷
が大きくなる前にきめ細やかな修繕を繰り返す
「予防保全」が必要なことは周知のとおりであり
ます。
現在、舗装修繕等道路整備や橋梁修繕整備の取り
組みにつきましては、計画的に修繕がなされてい
るとのことですが、修繕スピードが遅れてくる
と、危険な箇所は増え、また修繕箇所も多くな
り、多額の費用が必要となります。
コロナへの対応等、予算状況は今後ますます厳し
さを増すことが予測されますが、市民の安全・安
心な生活を確保するためにも、早期に修繕が必要
な個所の工事の発注を引き続き要望します。

市道の舗装修繕や橋梁修繕につきましては、路面性状調査や橋梁点検
等をもとに計画的に修繕工事の発注を行っており、小さな修繕箇所に
ついては単価契約工事及び直営作業にて早急に対応を行っておりま
す。コロナへの対応等で予算が厳しい中ではございますが、市民の安
全安心な生活を確保するために今後も計画的に修繕を含むインフラ整
備に取組んでまいります。

早期に修繕が必要な個所の工
事の発注について
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